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○消費者基本法（昭和４３年法律第７８号） （抜粋）     

              最終改正：平成２１年法律第４９号 

（目的）  

第一条  この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格

差にかんがみ、消費者の利益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及びその自

立の支援その他の基本理念を定め、国、地方公共団体及び事業者の責務等を明らかに

するとともに、その施策の基本となる事項を定めることにより、消費者の利益の擁護及び

増進に関する総合的な施策の推進を図り、もつて国民の消費生活の安定及び向上を確

保することを目的とする。 

 

（基本理念）  

第二条  消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者政策」とい

う。）の推進は、国民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環

境が確保される中で、消費者の安全が確保され、商品及び役務について消費者の自

主的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育の機会

が提供され、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生じた

場合には適切かつ迅速に救済されることが消費者の権利であることを尊重するとともに、

消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができ

るよう消費者の自立を支援することを基本として行われなければならない。  

２  消費者の自立の支援に当たっては、消費者の安全の確保等に関して事業者による

適正な事業活動の確保が図られるとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮されな

ければならない。  

（略） 

 

（事業者の責務等）  

第五条（略） 

第六条（略）   

第七条   消費者は、自ら進んで、その消費生活に関して、必要な知識を修得し、及び必

要な情報を収集する等自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。  

  （略） 

 

（啓発活動及び教育の推進）  

第十七条  国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する知識の普及及び情

報の提供等消費者に対する啓発活動を推進するとともに、消費者が生涯にわたって消

費生活について学習する機会があまねく求められている状況にかんがみ、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施

策を講ずるものとする。  

２  地方公共団体は、前項の国の施策に準じて、当該地域の社会的、経済的状況に応

じた施策を講ずるよう努めなければならない。  

 
 
 
 
 

資料３－７ 
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○消費者安全法（平成２１年６月５日法律第５０号）（抜粋） 

（目的）  

第一条  この法律は、消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保するた

め、内閣総理大臣による基本方針の策定について定めるとともに、都道府県及び市町

村による消費生活相談等の事務の実施及び消費生活センターの設置、消費者事故

等に関する情報の集約等、消費者被害の発生又は拡大の防止のための措置その他

の措置を講ずることにより、関係法律による措置と相まって、消費者が安心して安全で

豊かな消費生活を営むことができる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（国及び地方公共団体の責務）  

第四条    

６  国及び地方公共団体は、啓発活動、広報活動、消費生活に関する教育活動その他

の活動を通じて、消費者安全の確保に関し、国民の理解を深め、かつ、その協力を得る

よう努めなければならない。 
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○衆議院 消費者庁設置法案、消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

案及び消費者安全法案に対する附帯決議（平成 21 年４月 16 日） 

 

十二 消費者教育の推進に関しては、消費者基本法の基本理念及び消費者基本計画の基

本的方向のもと、学校教育及び社会教育における施策を始めとしたあらゆる機会を活

用しながら、全国におけるなお一層の推進体制の強化を図ること。 

 
 

 

○参議院 消費者庁設置法案、消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

案及び消費者安全法案に対する附帯決議（平成 21 年５月 28 日） 

 

十六 消費者教育の推進については、消費者庁が司令塔機能を果たし、消費者基本法の

基本理念及び消費者基本計画の基本的方向のもと、消費者が自らの利益の擁護及び増

進のため、多様な視点から物事を捉える能力を身につけ、自主的かつ合理的な行動を

することができるよう、消費者庁と文部科学省が連携を図り、学校教育及び社会教育

における施策を始めとしたあらゆる機会を活用しながら、財政措置を含め、全国にお

けるなお一層の推進体制の強化を図るとともに、消費者教育を担う人材の育成のため

の措置を講ずること。 

  また、消費者教育に関する法制の整備についての検討を行うこと。 
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○消費者基本計画（平成22年3月30日閣議決定）（抜粋） 

 

第２ 消費者政策の基本的方向 

１ 消費者の権利の尊重と消費者の自立の支援 

（３）消費者に対する啓発活動の推進と消費生活に関する教育の充実 

政府は、消費者が自ら進んで、その消費生活に関し必要な知識を習得し、必要な

情報を収集するなど自主的かつ合理的に行動することを支援するため、消費生活に

関する知識の普及と情報の提供など消費者に対する啓発活動の推進などの必要な施

策を講じます。 

また、消費者が生涯にわたって消費生活について学習する機会があまねく求めら

れている状況にかんがみ、政府は、学校、家庭、地域、職域その他の様々な「場」

において消費生活に関する教育が充実されるよう必要な施策を講じます。 

＜重点的な取組＞ 

ア 消費者教育を体系的・総合的に推進します。（「消費者教育推進会議」を開催し、

関係省庁が連携して消費者教育を体系的に進める体制を確立等） 

イ 学校における消費者教育を推進・支援します。（副読本や教材などの作成、教員

の指導力向上を目指したセミナーの開催等） 

ウ 地域における消費者教育を推進・支援します。（消費者教育の多様な主体の連

携の場の創設等） 

エ 消費者に対する普及啓発・情報提供に努めます。（各種消費者トラブルに対す

る啓発教材等の作成・配布等） 
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【具体的施策】今後５年間に講ずべき具体的施策は、以下のとおりです。 

ア 消費者教育を体系的・総合的に推進します。 

施策

番号 具体的施策 担当省庁等 実施時期 

87 

 

消費者庁のリーダーシップのもと、関係省庁、学識経験

者、消費者団体、教育関係者等をメンバーとする「消費者

教育推進会議」を新たに開催し、これまでに蓄積された研

究・実践の成果を生かして小学生から大学生、そして成人

に至るまでの多様な消費者教育を、連携して体系的に進め

る体制を確立します。推進会議においては、社会教育にお

ける指針を各省庁で共有し普及させるなど施策の推進を図

るとともに、関係省庁の消費者教育についての知見を共有

しつつ、関係省庁が作成する消費者教育用教材や取組等の

体系化を推進します。 

また、消費者教育に関する法制の整備について検討を行

います。 

消費者庁 

文部科学省 

関係省庁等 

平成 22 年度に

着手します。 

88 関係行政機関等で作成された消費者教育関連の教材及び

実践事例等に関する情報等を集約したポータルサイトを拡

充し、消費者教育に関する情報と知見の共有を進めます。

消費者庁 継続的に実施し

ます。 

89 消費者教育効果の測定手法や先進的教育手法等につい

て、消費者教育を効率的・効果的に実施していく観点から

検討を行います。 

消費者庁 平成 22 年度か

ら検討を開始し

ます。 

90 消費者庁及び文部科学省が密接に連携し、消費者教育を

推進するために、地方公共団体において教育委員会と消費

者行政担当部局との連携を図るなど消費者教育の推進体制

の整備を促進します。 

消費者庁 

文部科学省 

継続的に実施し

ます。 

91 学校教育及び社会教育における消費者教育の推進方策に

ついて検討を行うとともに、大学及び社会教育において消

費者教育を行う際の指針を作成します。 

消費者庁 

文部科学省 

直ちに着手しま

す。 

92 国内外の学校教育及び社会教育における取組の調査を行

うとともに取組事例集の作成・配布を実施します。 

文部科学省 直ちに着手し、

継続的に実施し

ます。 

 

  イ 学校における消費者教育を推進・支援します。 

施策

番号 具体的施策 担当省庁等 実施時期 

93 新学習指導要領において、消費者教育に関する内容が充

実されたことを踏まえ、新学習指導要領の周知徹底、教科

書の充実や関係省庁の副教材の作成・配布への協力等を行

います。 

また、新学習指導要領の実施に向けて、消費者教育に関

する講座の充実など、教員の消費者教育に関する指導力の

向上を図ります。 

文部科学省 継続的に実施し

ます。 
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94 新学習指導要領の内容を反映した副読本や教材などの作

成、それぞれの機関が有する情報や知識を活用した教育・

啓発事業及び教員の指導力向上を目指したセミナーの開催

等については、文部科学省や教育委員会と連携を図るとと

もに、外部の専門家などの協力も得ながら、学校における

消費者教育に対する支援を行います。 

消費者庁 

金融庁 

総務省 

法務省 

国民生活セン

ター 

金融広報中央

委員会 

関係省庁等 

直ちに着手しま

す。 

95 大学生等に対する消費者問題の情報提供及び啓発を行う

とともに、大学生を対象とした効果的な内容・方法に関す

る調査研究を実施し、その成果を広く還元します。 

文部科学省 継続的に実施し

ます。 

 

  ウ 地域における消費者教育を推進・支援します。 

施策

番号 具体的施策 担当省庁等 実施時期 

96 それぞれの機関が有する情報や知識を活用した消費者教

育用教材等の作成・配布、出前講座の実施、又は地域で開

催される講座等への講師派遣などを行い、社会教育施設等

地域における消費者教育の推進を行います。 

消費者庁 

公正取引委員

会 

金融庁 

法務省 

文部科学省 

国民生活セン

ター 

金融広報中央

委員会 

継続的に実施し

ます。 

97 教育関係者、消費者団体・NPO、企業・事業者団体等の多

様な主体の参画・連携による消費者教育のための連携の場

を創設するとともに、連携の際の役割分担や取組手法につ

いて検討し、その成果を全国的に情報提供します。 

消費者庁 

文部科学省 

平成 22 年度中

に検討し、次年

度以降に成果を

活用します。 

98 社会教育主事に対する研修の実施や社会教育における効

果的な内容・手法に関する調査研究を実施すること等を通

じて、公民館等の社会教育施設における消費者教育の推進

を図ります。 

文部科学省 継続的に実施し

ます。 

 

エ 消費者に対する普及啓発・情報提供に努めます。 

施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

99 日本司法支援センターにおける協議会の開催等を通じ、

消費生活センターをはじめ、消費者に関する法的トラブル

を取り扱う関係機関・団体との協議会を開催するなどし

て、より緊密な連携・協力関係の構築に努め、速やかに法

的トラブルの解決を図ります。 

法務省 継続的に実施し

ます。 
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施策

番号 
具体的施策 担当省庁等 実施時期 

100 融資保証金詐欺や架空請求詐欺等に関する最新の手口

や発生状況について、ウエブサイト、防犯講話等により若

年者、自営業者等の被害者層への情報提供・注意喚起を的

確に行います。 

警察庁 継続的に実施し

ます。 

101 生活経済事犯について、国民が自主的に被害を回避でき

るよう、被害の発生状況に応じてウエブサイト、リーフレ

ット等の各種媒体により生活経済事犯の発生・再発防止に

向けた広報啓発活動を推進します。 

警察庁 

関係省庁等 

継続的に実施し

ます。 

102 総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子ど

もたちのインターネットの安全・安心利用に向けて、主に

保護者及び教職員を対象とした啓発講座を実施します。 

総務省 

文部科学省 

継続的に実施し

ます。 

103 景品表示法の説明会への講師派遣をするとともに、同法

のパンフレットを広く配布することなどを通じ、同法の普

及・啓発を図るとともに、事業者、事業者団体における法

令遵守の取組を支援します。 

消費者庁 継続的に実施し

ます。 

104 消費者が適切な選択を行うことができるように、消費者

向け講習会や関係団体のウエブサイトを通じ、リフォーム

事業者等に関する情報提供の充実を図ります。 

国土交通省 継続的に実施し

ます。 

30 

再 

食品安全や食生活と健康について、消費者への分かりや

すい情報提供の取組を推進します。 

農林水産省 継続的に実施し

ます。 

105 国民の適切な食生活の選択に資するよう、国民の食生活

に関し、食育の一環として、食品の安全性、栄養、食習慣

などについての正確な情報の提供等を推進します。 

消費者庁 

内閣府 

食品安全委員

会 

文部科学省 

厚生労働省 

農林水産省 

継続的に実施し

ます。 

106 地域の高齢者に身近な地域包括支援センターが、消費者

被害を未然に防止するため、消費生活センター等と定期的

な情報交換を行うとともに、民生委員、介護支援専門員、

訪問介護員等に必要な情報提供を行い、消費者被害の防止

に取り組みます。 

厚生労働省 継続的に実施し

ます。 

107 介護支援専門員（ケアマネジャー）及び訪問介護員（ホ

ームヘルパー）に対する研修において、成年後見制度等の

高齢者の権利擁護や消費生活センターとの連携に関する

知識の普及を図ります。 

厚生労働省 継続的に実施し

ます。(各自治体

等が年に１回以

上研修を開催し

ています。) 

 


